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大牟田のブランドとは？

やっぱり、日本人はブランド志向です。福岡よりは、博多、姪浜よりは天神でしょうか？大牟田美人より博多美人（寺田さんごめんね－ある意味、大牟田一番ですよ？何がと言われるとつらいですが、－笑）

私の記憶では、大牟田松屋でお買い物、小学校、中学時代は、うれしいかった。教科書にも大牟田、三池という名前が出てきて、東京でも大牟田といえば、通じる地名－これが地域のブランドではなかったでしょうか？そんなことが現在、夢タウンの悪口ではありませんが、夢タウンで買い物をしている若者が言えるでしょうか？ 

アメリカでも地方では、モールで週末の買い物が生活の基本になっています。ご存知の様に、アメリカでは、数％の裕福層を除き、共稼ぎが基本です。地方都市での中流家庭の４０代では、大学卒業したエンジニア（月給）とアワリー（時給）をあわせた総収入が８－10万㌦程度です。

当然、持ち家で、車は２－３台、趣味（ゴルフ）の時間を週末にしっかり持つという条件です。まあ、物価水準に換算すると総年俸が1200万前後で豊かな地方を暮らせるというわけです。そのため、ワーキングデーでは、効率を上げるため、週末で、一週間分の買い物をします。当然家族も一緒なので、買い物ついでに、昼食、たまには洋服、映画、等のマルチな活動ができるモールが大変便利になってくるわけです。

私はアメリカのことしかしらないため、ブラジルの状況については、あこがれの小野さんにお願いします？大牟田でもおそらく夢タウンで買い物をする価値と松屋で買い物をする価値が現在の人口構成を考えた場合には、逆転したのだと思います。もし、松屋でも、ここに行きたいという便利性を超えるブランドが存在したならば、状況は少し変わってきます。

しかしながら、注意しなければならないのは、時代の流れに絶対に逆らってはいけないという事です。中小企業における倒産の悲劇が起こるのは、時代の流れに逆らって、最後まで、何とか、再生しようと全財産をかけて０になる選択を行うことです。将来のない投資をしないこと、その将来を見えることが重要です。

これを先見性という観点で、官民学が一体となって、方向性を導いてあげることが重要です。そのインフラを整えるための行政でないとただ、単に公共事業でのカンフル剤を打つだけに過ぎない対処療法となってしまいます。また、企業としての業種転換を行う事を行う事が、考えられますが、基盤技術がない業種転換の成功の確率はものすごく低いといわざるを得ません。企業の存続はギャンブルではないのです。今まで、大企業が生き残ってこられたのも、基礎体力があり、尚且つ、基盤技術を十数年開発した結果としての、新規事業を立ち上げているからなのです。

現在でもベンチャーなどが、新規事業を立ち上げていますが、うまくいっているのは、せいぜい100社の内1―2社位です。その企業もその技術開発したもの商品を大型投資をしないで、小さく生んで大きく育てています。最近ジャスダックス等に新生企業が上場し、２－3年で上場廃止になってしまう例がありますね。このような企業は、市場が成熟しないもしくは、拡大しない前に人材及び、大型の設備投資をしてしまい、大きな負の資産を背負ってしまうからです。

企業の投資に必要な調達資金については、現在の低金利の金融情勢は、企業における貸し入れ金利の負担が少ないことも有利に働いていますが、市場（株主）から、資金を調達する事が必要です。

仲介役になる各証券会社は、株主を守るためにも、各企業のその分野での成長性等を見て判断していきますが、基本は各企業の経営判断に任せます。その際に株主（市場）が買う、買わないの判断する場合には、ブランド力というファクターは大きいのです。現在、三菱自動車さんが苦労していますが、これは、新車販売におけるブランド力の大きな落ち込みが原因です。

新しい形でのベンチャー方式は、今までの企業とは違ったブランドの企業を育てることの一つの回答かもしれませんね。よく言われますが、HONDA、SONYといった世界でも通用する企業は、戦後に発生したベンチャー企業ですね。これらの企業は、ものつくり企業として日本の高度成長期に日本を機軸にして、世界にはばたき、日本の企業ではなく、国際企業となって成長し、収益を上げています。企業の発展と地域の発展は、時代とともに変化しいていきます。

日本の製造業の基盤は自動車関連と電機です。自動車自体がなくなってしまうことはこの10年ではないと思いますし、あってはならないことです。日本の自動車開発力は世界一です。絶対にアメリカ、欧州はここ10年程度をかけても、追いついてこないでしょう。日本の自動車会社は、国内で先行開発した技術でお金を持っているアメリカ、欧州に現地生産をしながら、全世界的に稼いでいます。一部の会社が欧米人のマネージメント力で盛り返しましたが、これもブランド戦略の間違いから行っています。日本の自動車会社の強みは、開発期間です。未だに4年サイクルで開発をしているビッグ３と1年で開発し、1年で元を取れる日本の自動車会社の体質は、圧倒的に違います。

新聞によると2006年にはトヨタ自動車がＧＭを抜いて世界一になると書いてありましたが、本当のような気がします。しかし、電機は少々状況が違います。現在の家電商品のサイクルは約6ヶ月です。このサイクルで利益を出すためには圧倒的にコストを下げる必要性があります。そのため、設備移設が自動車程大掛かりにならない、電機産業は、何度も国内と中国を中心としたアジア地域に生産をシフトしたり、戻したりしています。

残る大きな問題は、部品の品質です。その部品を作るためのマザーとなる金型がどこで作るかなのです。自動車、電機製品の品質が良いのは、日本人国民性があるからと考えがちですが、実は、部品レベルで、金型の作りこみを行って高精度な部品を供給しています。これが戦後の高度成長を続けてきた日本人の大切な原資の一つです。

残念なことに大牟田という町は、三井系の城下町として発展し、石炭産業の支えられていたために、企業が、コストメリットとインフラの便利性を感じなかったために、生き残りを賭けて、地域からの移転が発生したのです。今後、益々単なる製造業としてのメリットを地域に求めるとしたら、おのずと回答はでてくると思います。私は悲観論者ではありませんし、すべてがアジアにシフトはしないと確信しています。

現状を打開するためには、今までの大量生産とは違うやり方で、現在の日本人の嗜好にあった商品をいち早く市場にだす必要があります。皆さんが東京にいかれて思われるように、ファッションをはじめ、若者の、センスはニューヨーク、ロンドンには負けないと思います。ニューヨークに製造業がほとんどないように、東京近隣もそのうち製造業ではやっていけないと思います。このような変化した感覚にもとづいた商品は、すぐさま、国内で製作され、海外で販売できるようになれば、生き残る道はあると思います。言うなれば旬の商品ですね。

当然、これまでと違った新規企業を育てるために、経済産業省などは、企業支援といって補助金という仕組みがあるのはご存知だと思います。この支援システムを活用することも新規企業を育成するためには必要です。小さな企業が商品開発を行う場合は、一番の問題になるのが、開発資金です。こんな実験ができたら開発が２－3年前倒しになるのにと思うのですが、数千万単位の高額な設備投資をしないといけないとなると、すぐには、銀行の融資ができるわけではありません。

残念ながら、今の銀行における融資のシステムは、変わってきているとは言え、今だ、実績主義です。過去の決算を見ながら、経営者の話を聞き、銀行内の調査部というセクションで各企業を分析した市場動向と企業の体力あわせて、融資額を決めて行きます。また、支店の決済権限も大きく、その分野に担当者と支店長が明るいどうかが重要なファクターになります。ちなみに、銀行業界はおそらく日本で一番IT化が遅れている業種の一つだと思います。

そのため、研究開発型企業を育成するために、新規事業部などの部署が経済産業省の中にあり、支援をして頂いております。但し、次の企業を育てるためにも、成功したならば、その資金を必ず返すこと、株式会社の様に、配当して戻すことが必要ですね。原資は税金なので、儲かったら、きちんと返す事です。どちらにしても、その知恵を出す人がいないとはじまりませんね。ですから、誰かやってくれる、何とか行政がやってくれるとの期待をしても、まったく無駄だという事です。

税金については、私たちが、自分たちの税金がどのように使われているかをもっと真剣に考える必要があります。例えば、東京に住んでいる同期の人たちの税金が、原宿辺りで、遊んでいる税金も払っていない若者に使われていれば、腹が立ちますよね。GDPが伸びない時代に突入する時、今までのような使い方では、いけないのです。

私も川崎市に住んでおり、当然選挙には行きますが、最終的には地元に帰りたいと思いますので、自分の税金の一部が未来のために投資されるのであれば、そのお金を大牟田で使って貰いたいと思います。川崎市の選挙より、地元大牟田の選挙が気になるのも、そんなことに起因しているかも知れません。

もちろん地方行政としては、アンカーマンとしての牽引者は必要ですが、全国規模で広がっている地方出身で故郷に愛着がある方の支援を有効に使うことができれば、状況は好転していけるのではないかと思います。現在、３０回生のBBSで大牟田－福岡－大分－東京－北海道までのネットワークがつながっていますね。拡大解釈をすれば、ネットで全国規模での選挙を行い、自分たちの住民税の細分化をおこない、ある一定以上の税金については、選択肢（現地地域８０％、地元２０％）の割り付けを作ってしまえば、良いのではないかと考えはじめています。

当然、東京で最後まですみたい人、両親が地元にいる人、今後、親を東京に連れてきたい人、子供を地元に返したい人人それぞれの人生があるのですから、その選択の余地があっても良いのではないかと思います。前提条件にあわせて、自分たちの生活に必要な環境整備のための、税金が支払う必要があります。このようなことを書くと、関東圏でお役所にお勤めの方にお叱りを受けるかも、知れませんがサービス業としての、行政はお客様である地域住民が満足していただけるメニューをそろえる必要があると思います。そのメニューが充実がお客様の満足度のつながるのではないでしょうか？これは、あくまでも、理想論であり、実行には大きな障害はあるでしょう。では、優秀な人材を確保するためにインセンティブでIターン、Uターンと言われる地元還流方式で必要な人材を戻してこられれば、良いのですが、そう簡単にいきませんよね。

まず、帰省して思うこと。大牟田の町を散策して、この町に帰ってきたいと思う人が本当にいるのかな？といつも思います。私は、亡き父と約束したのは、母の面倒をみることなのです。皆さんが体験されているように、私たちの両親の世代を大牟田以外の地域に住ませることには抵抗がある人が多いと思います。かといって自分たちが現時点で今の収入を維持できる産業が大牟田地区には、足りないことです。

私の父は重厚長大の時代に生き、市役所の職員として大牟田の町を愛した人です。その父の進めもあって、私は、三井金属に入社しました。83年に入社して以来、大牟田もそうですが、神岡、日比、等の精錬所は、リストラの嵐、株価も一時期100円を切り、80年代からの20年ですっかり、精錬業は、スリム化してしまいました。

しかしながら、三井金属は、現在では、企業としての業種転換と経営層の努力により、非鉄金属の大手の中では、TOPレベルの利益を出せる会社になっています。比較対象になるのが、三菱マテリアルです。亜鉛の三井、銅の三菱といわれた程、高い技術力を持ち、連続精錬法という当時画期的な技術開発を行っていたので、三井が業績不振であった80年代でも好調でありました。しかしながら、今日現在の株価は三井　428円、三菱235円です。これは、これはあくまでも、私見ですが、産業の変遷に企業が遅れたことを意味します。

企業は生き残りをかけて、変化しないと倒産してしまいます。極端な言い方をすれば、地方のために、企業を存続させる事は、ありえないのです。

国のエネルギー政策で生き残っていた石炭産業もなくなってしまいましたね。大牟田の歴史は、石炭産業－精錬産業それを使った化学品産業です。三池四つ山炭鉱での優良な石炭をエネルギーにし、精錬する。もしくはそれを原料としての化学品を製作する。その原料を三池港から大型船で、国内各地に輸送する－誰でも知っている歴史ですね。大牟田のその時点でのブランドは、重厚長大産業において、必要とされる素材をトータルコストで国内に供給できる地域としての特色を持っていたことです。これが大牟田の当時のブランドだと思います。戦後の高度成長を支えたエネルギー産業と素材産業。これに伴うインフラが大牟田という地域を活性化させたのですね。

三井と三菱の例に戻りますが、もし、大牟田が20年前に、きちんと業種転換を行えていれば、ここまでの落ち込みはしなかったと思います。一つの原因として、残念ながら地方自治体には、倒産という危機感がないからだと思います。前回のレポートをしましたように、地方自治体として、単年度黒字化できるように、企業と一緒になって、市としての行動をしていれば、このような乖離は少なくなってきます。問題は予算化かも知れません。

予算があるから、例え期中の税収で赤字になったとしても、使いきる。もし、これが自分の所得だったら、当然やりませんよね。何らかの原因で森田さんのだんなさん（杉野先輩例が悪くてすいません、一応地歴部の先輩です。笑）の給与が予測よりも少なくなってきた時、当然、森田さんは、すぐに節約をしますよね。（多分？－虎の子のへそくりをお持ちであれば、別ですが？）予算の考え方を変え、企業のように、四半期で見直し、前期で頂いた税収だけを使う様にすれば、赤字はないわけです。

当然、企業経営のように、中長期計画を立てての投資＝公共投資も必要になってくると思います。これをガラス張りにしてしまえば、住民からの疑惑はほとんどないと思います。つまり、市の月次損益を皆さんに公表しながら、未来をきちんと語れる事が必要であり。それをコミットする。現在は、4年任期でしょうが、この変化の大きな時代では3年がMAX、コミットが遂行できなければ、退任になるわけです。

森君、大道君、清水君が関東までわざわざ来てくれて、ネットで黒田君がBBSを立ち上げ同窓会のPRをする。このような努力を行い前人未到？の同期150名を召集できたわけですね。その際ヒール役としてのウサギさんが大活躍し、結果として、今までなかなか、接触が少なかった皆さんが喜んでいただき、大牟田の地域に貢献できている訳です。いくら興味があっても、なかなか人は行動をおこせないと思います。

コンピューターが普及してきている時代。何でもコンピューターでといわれる人がいますが、コンピューターが単なるツールであり、それを使いこなせることの方が重要です。我々の世代は、この過渡期であります。我々よりも10年前の世代－いわゆる団塊の世代は、PCを使っていますが、ほぼ9割近くは、メールだけだと思います。これは、紙文化の置き換えをメールで済ましているのです。各企業において、よく見かける光景は、すべてのメールを紙に出力しているおやじがいるでしょう。（残念ながら世間では、私もおやじです－悲しい）。すべてがペーパーレスにはならないのですが、必要な文書だけ、紙に出してしまえばいいのです。その点、賢いウサギさんは、我々の中でも進化したタイプだと思います。今のは一例ですが、我々より若い人たちが、リードしていかないとこの変化の激しい時代には生き残っていきません。それの人たちの先見性が未来を決めてしまいます。

例えば、大牟田が20年前に携帯電話事業を誘致できていれば、地域としての業種転換が図れたわけですね。多くの地方自治体が、税制優遇をし、企業誘致をするのは、そのためですが、現在の地方自治体で活気のある町は、企業経営を自ら行い、町と一企業との垣根を少なくしている人が牽引しているのだと思います。残念なことに、今後何が発展するかを見極められない人々が誘致をし、それに、政治力といわれるプレッシャ－がかかれば、間違いなく町は活性化しません。今後5年－10年を考えた場合携帯電話をはじめとする携帯端末は進化しつづけていきます。今流行りのデジタル家電、日本の牽引車である自動車（ナビ、ETC）は携帯端末なしでは、考えられませんね。通信技術、チップ開発技術、液晶をはじめとする技術は、日本のお家芸です。現在、日本ではほとんどパソコンは作られていません。ほとんどが台湾の会社が開発をして、中国本土で生産し、全世界中に供給しています。携帯も高機能以外はノキア、モトローラ等のメーカーは北京と上海郊外で生産していますね。残念ながら物流、人件費、税制、言語の問題等を考えると大牟田には誘致できません。

寺田さんが指摘されましたが、ITとネットワークを使えれば、どこにいても仕事ができます。但し、物を作って、資本と物流させなければ、町自体は潤わないのです。三井の企業城下町として、成長した際には、コア企業を中心にし、流通、サービスといったものが活性化し、町全体としての活性化したと思います。前回のレポートでも、記述しておりますが、ここで単なる製造業だけでは、今の時代及び将来的に、中国、インドには太刀打ちできないでしょう。このような話をすると、では何をやればいいのとよく聞かれます。

それについての回答は残念ながら、現在ありません。しかしながら、どこでもつくれる環境が揃う時代には、ブランド力が物を言います。

ブランド力については、いなだ豆の例で少し話しをしたいと思いますが、稲田君良いかな？事前に稲田君には話をしていなく、もちろん私見です。

皆さん、豆菓子を食べるのであれば、大牟田、九州地区にいれば、いなだ豆ですよね。（宣伝－笑）しかしながら、東京で特殊な方法をとらない限り、この商品は手に入りませんね。東京地区の豆菓子のブランドはでんろくというブランドです。また、セブンイレブン等のコンビニの一般化に従い、全国規模で同じ商品しか手に入らなくなって来ています。私も実家に近いセブンイレブンまで歩いて買い物に行きましたが、お弁当などは、私が住んでいる川崎市にあるセブンイレブンとまったく同じ物が置いてあります。物流が良くなってきたとは言え、まさか、同一の製造元で製造されていないと思います。真相は、謎の人物に聞いていただいたたいと思います。

よく、東京のデパートで、地方の物産展が開催され、大賑わいです。何度か私も行ったことがありますが、九州物産展では、いきなり団子、志木のかまぼこ等の東京では買えない商品を買い漁っている人を見かけます。デパートとしては、これは客寄せ商品であり、その内、売れ筋商品（ヒット商品）がでれば、地下の食料品売り場に店を出店できるようになるのでしょう。その際には東京住民に受ける商品でなければいけません。博多ラーメンなどは、東京にたくさんありますが、美味しくない店ばかりです。

大牟田出身者になるともっとニッチなブランド店を追求したがります。九州人、大牟田人の良くないところにウサギさんが記述していましたが、何も見ないで、大牟田が一番と思っている方がいらっしゃることだと思います。地域の活性化を行い場合は、お客様は大牟田以外の方と思って良いのですから、その人たちの嗜好に会う事を考える必要があります。その解決策の一つがネットビジネスだと思います。私の友人に楽天に勤めている人がいますが、今後このようなビジネスは拡大していくと言っています。

現在の市場の変化は、以下の様に、商品の差別化を求めてきています。

1 全国地区で歩いて同一レベルの品質の商品が買える物（大量、同一品質、低価格）

2 専門店でそこしか買えない物（少量、趣味に合わせる－高額商品）

3 ネット販売で外に行かないでも買える物（①、②がどちらでも選べる選択性）

当然、食品になると安全性が重要なファクターになりますので、光太郎さんの提案の農業ビジネスを考えた場合は、化学肥料を使わない安全性の高い事が、今後の食品のブランドになっていますね。実際、より自然に近い食品をネットで探しまわっている主婦は増えているのではないでしょうか？光太郎が作った減塩桃太郎トマトなんてネットで販売したら、買ってくれるのは、石松君だけでしょうか？

　このように物流形態と販売体系が変わってくる中で、ブランドは有効な販売手段になると思います。稲田君、ダイエットして体調を万全にして、サンパウロ大使として、頑張ってもらわないといけませんので、（笑）－なんにつけても、体が資本です。

今後１０年を考えたとき、また、その後大牟田が復権する時の、大牟田のブランドを考えていく必要があります。特に若い人が集まってこられるようなブランドが必要でしょう。本当に大牟田市という名前がいいか（ちょっと言い過ぎか）も考える必要があるでしょう。今更、三井の城下町だけでは、今後の発展は、難しいと思います。私のレポートを読んで頂き、同期の方々が大牟田という町を語りあってくださっています。大変恐縮です。

前回のレポートで後１０年程度と書いていましたが、8年で戻れと光太郎さんには言われて、無視しようかとおもいましたが、憧れの小野さんからのサンパウロのお誘いもあり、これは真剣になるなと思いました。結構根は軽いので、すいません。8月13日会合から3週間で大きな進歩が私の中で生まれはじめています。道は遠いと思いますが、私の人生の先輩からの名言を最後に

｢想う事、想い続けること｣－思いはまず思う事からはじまります。思わないでできることはないのです。大牟田の復興も皆さんの想いからスタートするのではないでしょうか？

次回お会いする日を楽しみに
井形　哲三
